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本書の届書記載例等で使用している氏名・住
所・事業所名等は、事例として用いるもので、
実在の人物・事業所とは何ら関係ありません。
また、本書に係る記事および内容については、
令和4年2月末現在の取扱いおよび法案等を
もとに作成したものです。
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令和4年度　社会保険の動向

●健康保険の一般保険料率は10.45％、
　介護保険料率は1.64％に
　令和4年度の協会けんぽ熊本支部の一
般保険料率は10.45％に変更されました。ま
た、介護保険料率は1.64％に変更されまし
た。

令和4年度の健康保険・厚生年金保険の保険料率

令和4年2月分（3月納付分）まで

 一般保険料率 10.29％
 介護保険料率    1.80％

令和4年3月分（4月納付分）から

 一般保険料率 10.45％
 介護保険料率    1.64％

　報酬を算出する場合の現物給与の額が改定され、熊本県においては、令和4年4月１日より、以下のとおり改
定されます。

現物給与の価額が改定されます 令和4年4月〜

■協会けんぽ熊本支部の健康保険料率

※任意継続被保険者にあっては、4月分（4月納付分）からの適用となります。
※厚生年金保険料率18.3％、子ども・子育て拠出金率0.36％の変更はありません。

　短時間労働者についての適用範囲が拡大されます。
　特定適用事業所の企業規模が「501人以上」から、令和4年10月に「101人以上」に、さらに令和6年10月には

「51人以上」に変更されます。
　令和4年10月には従来の勤務期間要件（1年以上）も撤廃され、通常の従業員と同様に2ヵ月を超える期間の
場合は適用対象となります。
　また、適用対象である従業員数5人以上の個人事業所の業種は、従来は法定16業種でしたが、令和4年10
月からは弁護士・税理士・社会保険労務士などの士業についても対象となります。

　育児休業中は健康保険・厚生年金保険料が申し出により免除されるようになっており、その期間は、育児休業
開始日の属する月から育児休業終了日の翌日の属する月の前月までとされています。そのため、月の途中で短期間
の育児休業を取得した場合には保険料が免除されません。そこで、1月以下の短期間でも保険料が免除されるよう、
その月中に2週間以上の育休を取得した場合にも保険料を免除します。
　また、賞与保険料の免除は、1ヵ月を超えて育休を取得する場合のみとされます。

短時間労働者の適用が拡大されます

育児休業中の保険料免除要件が見直されます

令和4年10月～・令和6年10月～

令和4年10月～

食事で支払われる
報酬価額

1ヵ月 1日 朝食のみ 昼食のみ 夕食のみ 住宅で支払われる
報酬価額

1ヵ月

22,500円 750円 190円 260円 300円 1,150円

（青字が改正箇所）

　従　来 　令和4年10月〜
要件 適用基準

1 企業規模要件 従業員数501人以上

2 賃金要件 月額8.8万円以上

3 労働時間要件 週の所定労働時間20時間以上

4 勤務期間要件 1年以上

5 学生除外要件 学生でないこと

要件 適用基準

1 企業規模要件 従業員数101人以上

2 賃金要件 月額8.8万円以上

3 労働時間要件 週の所定労働時間20時間以上

4 勤務期間要件 なし（通常労働者同様2ヵ月超）

5 学生除外要件 学生でないこと

※令和6年10月から企業規模要件が従業員数51人以上になります。
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令和4年度の国民年金保険料は16,590円になりました

傷病手当金の支給期間が「通算化」されました

令和4年4月〜

令和4年1月～

　国民年金保険料は、法定額に年度ごと改定率を乗じた額となりますが、令和4年度の国民年金保険料は、昨年
度より20円引き下げの、16,590円となりました。令和5年度は70円引き下がり、16,520円となることが決まっています。

　健康保険の傷病手当金の支給期間は、支給を始めた日から起算して1年6ヵ月以内とされており、その間に一時的
に労務可能となって傷病手当金が支給されなかった期間についても、1年6ヵ月に含まれていました。これを、実際に
支給される期間が通算1年6ヵ月になるまでの支給となりました。

　令和4年度以降、団塊の世代が後期高齢者となり始めることで、後期高齢者支援金の急増が見込まれる中、
現役世代の負担上昇を抑えることが重要な課題となっています。そのため、一定以上の所得がある75歳以上の方
の医療費窓口負担割合が1割から2割に引き上げられます。
　窓口負担割合が2割となる所得基準は、単身世帯の場合「課税所得が28万円以上かつ年収200万円以上」、
複数世帯の場合「後期高齢者の年収合計が320万円以上」とされています。
　施行後3年間は、1ヵ月の負担増を最大でも3,000円とする配慮措置が導入されます。

後期高齢者の窓口負担割合が引き上げられます 令和4年10月～

任意継続被保険者の「申出による」資格喪失 令和4年1月～

　これまで健康保険任意継続被保険者の方は、任意にその資格を喪失することができませんでしたが、任意継続
被保険者でなくなることを希望する旨を申し出ることで、保険資格の喪失が可能になりました。

国民年金・厚生年金保険の年金額は0.4％の引き下げに 令和4年4月〜

　令和4年度の年金額については、令和3年の物価変動率が▲0.2％で、名目手取り賃金変動率が▲0.4％とな
り、物価変動率と名目手取り賃金変動率がともにマイナスで、名目手取り賃金変動率が物価変動率を下回ったた
め、名目手取り賃金変動率で改定されることになりました。改定率がマイナスの場合には、マクロ経済スライドによる
調整は行われないため、 ▲0.4％ の引下げとなりました。

　シニア世代の就労を促進する観点などから、65歳未満の在職中（厚生年金加入）の老齢厚生年金受給者に
ついて、支給停止が開始される「賃金と年金の合計額」の基準が、現行の「28万円」から「47万円」に引き上げら
れました。
　また、従来は、65歳以上の在職中（厚生年金加入）の老齢厚生年金受給者は、資格喪失時（退職・70歳到達
等）に、65歳以降の加入期間を加えた年金額に改定されていましたが、令和4年4月からは、資格喪失を待たず
に、年に一度9月1日を基準日として、それまでの加入期間を加えた年金額に改定されます。具体的には、前年9月
から当年8月までの加入期間を加えて、10月分（12月支払い）の年金から改定されます。

65歳未満の在職老齢年金の見直しと65歳以上の在職定時改定の導入 令和4年4月〜

年金受給開始時期の選択肢の拡大と繰上げ減額率の見直し 令和4年4月〜

　従来「70歳」となっていた繰下げ受給の上限年齢が、「75歳」へ引き上げられました。これにより繰下げによる増額
は、最大84％増（10年繰下げ）となりました。
　また、繰上げ受給による減額率が1月あたり0.5％から0.4％に緩和されました。
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●健康保険被保険者証再交付申請書
●健康保険高齢受給者証再交付申請書

●傷病手当金支給申請書
●療養費支給申請書
●負傷原因届
●高額療養費支給申請書
●限度額適用認定申請書
●限度額適用・標準負担額減額認定申請書
●特定疾病療養受療証交付申請書
●第三者等の行為による傷病届

●任意継続被保険者資格取得申出書
●任意継続被保険者資格喪失申出書
●任意継続被保険者被扶養者（異動）届

●出産手当金支給申請書
●出産育児一時金内払金支払依頼書・差額申請書

●特定健康診査受診券（セット券）申請書

●埋葬料（費）支給申請書

全国健康保険協会（協会けんぽ）　熊本支部 日本年金機構　福岡広域事務センター

ホームページURL

協会けんぽ熊本
https://www.kyoukaikenpo.or.jp/

ホームページURL

日本年金機構
https://www.nenkin.go.jp/

従業員の
採用

病気・ケガ・
入院等

出産・
育児休業

事業所に
関するもの

退職後の保険
（任意継続）

変更・訂正

再交付

給与・賞与

健康診査

退職・死亡等

〒862-8520　�熊本市中央区水前寺1-20-22 �
水前寺センタービル2階

〒812-8579　�福岡市博多区榎田1-2-55
	 AP榎田ビル
郵送により受付けております。
届書記入や添付書類にご不明な点がある場合は、ねんきん加入者
ダイヤルまたはお近くの年金事務所へお尋ねください。
（連絡先・所在地は97頁参照）

お客様にご足労をおかけしなくてすむよう、郵送によるご提出を
お願いしております。
ご不明な点は、お電話にてお尋ねください。☎096-340-0260

健康保険の給付（傷病手当金等）
や任意継続（退職後の健康保険）
に関するお届けはこちらです

在職中の方の健康保険・厚生年
金に関するお届けはこちらです

ご提出先 ご提出先

健康保険・厚生年金保険の
主な事務手続き

　健康保険・厚生年金保険の各種届出・申請は、書類によって提出先が分かれています。
　必要な申請用紙は、ホームページ（下記参照）から印刷していただくことができます。
　また、健康保険組合や厚生年金基金に加入の事業所については、それぞれの届出様式にて各組合および
基金に提出が求められます。

●健康保険被扶養者（異動）届／
   国民年金第３号被保険者関係届

●被保険者報酬月額算定基礎届
●被保険者報酬月額変更届
●被保険者賞与支払届

●産前産後休業取得者申出書／変更（終了）届
●育児休業等取得者申出書（新規・延長）／終了届
●産前産後休業終了時報酬月額変更届
●育児休業等終了時報酬月額変更届
●厚生年金保険養育期間標準報酬月額特例申出書・終了届

●被保険者住所変更届※
●被保険者氏名変更（訂正）届※
●被保険者生年月日訂正届
※個人番号を届け出ていただくことで届出省略

●被保険者資格喪失届
●健康保険被保険者証回収不能届

●適用事業所名称／所在地変更（訂正）届
●事業所関係変更（訂正）届

●被保険者資格取得届
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提出時期 被扶養者に異動があった日から5日以内
提出先 郵送で事務センター（事業所の所在地を管轄する年金事務所）または健康保険組合
添付書類 （a）�扶養認定を受ける方の続柄の確認のため、提出日から90日以内に発行された戸籍謄（抄）本または住民票を添付して

ください。(内縁関係にある場合は、両人の戸籍謄（抄）本等を添付してください。）※住民票による続柄の確認は、被
保険者と扶養認定を受ける方が同一世帯であり、被保険者が世帯主である場合に限ります。

（b）�ただし、被保険者と扶養認定を受ける方の個人番号が記載され、上記書類により事業主が続柄を確認し、備考欄の
「続柄確認済み」の□に✓を付している場合は、（a）の続柄の確認にかかる添付書類は不要です。（内縁関係を除く）

（c）�下記を参考に、扶養認定を受ける方の収入金額が確認できる書類を添付してください。ただし、所得税法上の控除対
象配偶者・扶養親族であることを事業主が確認し、事業主確認欄の「確認」を○で囲んでいる場合及び扶養認定を受
ける方の年齢が16歳未満の場合は、原則として、下記の添付書類は不要です。

（※60日以上遡及して届書を提出する場合等、個別のケースによっては、提出をお願いする場合があります。）

下記の場合、続柄に関する
添付書類が省略できます。
・�被保険者と被扶養者の
双方に個人番号を記入
してください。
・�戸籍謄本等で被保険者
と被扶養者の続柄を確
認した場合は、備考欄の
「続柄確認済み」の□
に✓を付してください。

配偶者の今後1年間の
年間収入見込み額を
記入してください。収入
には、非課税対象のもの
（障害・遺族年金・失業
給付等）も含みます。
非課税対象となる収入が
ある場合は、別途「受取金
額のわかる通知書等のコ
ピー」が必要となります。

別居の場合は、被保険者
がする1回あたりの仕送
額を備考欄に記入してく
ださい。
※�ただし、16歳未満また
は16歳以上の学生は
除きます。
複数回仕送りする場合は、
回数を記載してください。

家族を健康保険の被扶養者とするときなど

記載例

＊健康保険組合に加入している事業所については、様式が異なる場合があります。

健康保険被扶養者（異動）届

添付書類 （d）�障害・遺族年金、傷病手当金、失業給付等非課税対象の収入がある場合は、受取金額の確認ができる通知書等の
コピーが別途必要です。

（e）�被保険者と扶養認定を受ける方が別居の場合、仕送りの事実と仕送額が確認できる預金通帳等のコピーまたは現
金書留の控えのコピーを添付してください。（16歳未満の方と16歳以上の学生は、添付書類は不要です。）

（f）�扶養認定を受ける方が海外に住所を有する場合は、必ず現況申立書、続柄・収入金額が確認できる公的証明書、仕
送りの事実及び仕送り額が確認できる書類（被保険者と同一世帯の場合は確認できる公的証明書）、及び海外特
例要件に該当していることを証する書類（留学の場合は査証・学生証・在学証明書等、同行家族の場合は査証・海
外赴任辞令等）の添付が必要です。

（g）�被扶養者の非該当・変更の場合は、被保険者証の添付が必要です。添付できない場合は『被保険者証回収不能届』
を添付してください。

（h）�外国人の配偶者を被扶養者（第3号被保険者）とする場合は「国民年金第3号被保険者ローマ字氏名届」を同時に
提出してください。（※個人番号を収録済の方は省略できます。）

0 4 0 9 0 1

5 5 0 4 1 2

5 7 1 2 1 6

2 2 1 0 2 3

1 2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2

2 3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3

3 4 5 6 7 8 9 0 1 2 3 4

0 4 0 9 0 1

0 4 0 9 0 1

4

4

○○○

○○○

○○○○

○○○○

9 1

0 1 イ ロ ハ

○○○ ○○○○

○○○

○○○

○○○

○○○

○○○○

○○○○

9 5

出川　一人

平 山　　 俊 介

平 山　  大 翔

平 山　恵 子

38

450万

4 9 1

0

0

ヒラヤマ　　  　シュンスケ

ヒラヤマ　　　 ハルト

ヒラヤマ　　  ケイコ

○○市○○町○-○-○○
○○商事株式会社

第3号の届出を同時にす
る場合は、□にチェック
✓を入れると様式を委任
状として取扱うことがで
き、第2号被保険者（厚
生年金被保険者）が第3
号被保険者の代理人と
して事業主に届書を提
出することができます。

新たに被扶養者にな
る場合は「該当」を、被
扶養者でなくなる場合は
「非該当」を○で囲んで
ください。「該当」と「非
該当（変更）」は同時には
提出できません。別の用
紙で提出してください。

被保険者の資格取得と
同時に提出する場合は
資格取得年月日と同日、
それ以外は実際に被扶
養者になった日を記入し
てください。

事業主が被保険者を通
じて配偶者から届出書を
受け取った日を記入してく
ださい。

個人番号を記入した場
合、住所記入は不要です。

✓
○○市○○町○-○-○○

○○市○○町○-○-○○

事業主の確認により添
付書類を省略する場合
は、確認欄を○で囲んで
ください。

被保険者がこの届書を
事業主へ提出した日を記
入してください。

各収入欄は、今後1年間の年間収入見込み額を記入してください。

ア． 退職により収入要件を満たす場合 退職証明書または雇用保険被保険者離職票のコピー
イ．失業給付受給中、または受給終了で収入要件を満たす場合 雇用保険受給資格者証のコピー
ウ．年金受給中の場合 現在の年金受取額がわかる年金額の改定通知書等のコピー
エ．自営（農業等含む）による収入、不動産収入等がある場合 直近の確定申告書のコピー
オ．上記イウエ以外に他の収入がある場合 イウエに応じた書類および課税（非課税）証明書
カ．上記ア～オ以外 課税（非課税）証明書

仕送り年12回予定

15万円

✓

✓
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標準報酬月額の
定時決定

算 定 基 礎 届

算定基礎届の対象になる人ならない人

標準報酬月額の資格取得時決定

　算定基礎届は、その年の5月31日までに被保険者の資格を取得した人で、同年7月1日現在、被保険者である
人全員が対象となります。
　ただし、6月1日以降に被保険者となった人、7月から9月までのいずれかの月に随時改定または産前産後休業
終了時改定、育児休業等終了時改定が行われる人は、定時決定の対象から除かれます。

　入社して被保険者の資格を取得した人の標準報酬月額は、「被保険者資格取得届」によって決められます。

4月 5月 6月 7月 8月 9月 8月 9月10月 11月 12月
報酬
月額

報酬
月額

報酬
月額 新しい標準報酬月額

4月・5月・6月の報酬
月額を届出書に記入

7月1日～10日に年金
事務所等に提出

決定された標準報酬月額は9月分から翌年8月分または随時改定・
産前産後休業終了時改定・育児休業等終了時改定まで使用

算
定
基
礎
届
を

提
出
し
て
い
た

だ
き
ま
す

算
定
基
礎
届
の

提
出
は
不
要
で
す

4月 5月 6月 7月 8月 9月

5月31日までに資格を取得した被保険者で7月1日現在在職中の人

7月1日以降に退職（資格喪失日7月2日以降）する人

休職（産休・育休・介護休業含む）中、欠勤中、海外勤務中の人

6月1日以降に資格を取得した被保険者

7月～9月に随時改定
等の対象となる人月変 月変 月変

6月30日以前に退職（資格喪失日7月1日以前）した人

●資格取得時の報酬月額の算定方法
月 給 の 場 合

被保険者となった日に決められた初任給など
の額に手当がある場合は加えて算定します。
最初の月が日割計算であっても、月額を記入。

週 給 の 場 合
週給で決められた額を
7で割って30倍した月
あたりの額。

日給、時給、出来高・歩合給の場合
資格取得の日の前1ヵ月間にその事業所で同じ
ような仕事に就き同じような賃金を受ける人た
ちが受けた賃金を平均したもの。

記載例

被保険者報酬月額算定基礎届 P.25
※�算定基礎届の用紙は事務センター（年金事務所）から送付されま
す。令和3年度より総括表は廃止になりました。

定時決定（算定基礎届）の基礎となる月と決定対象月
　健康保険や厚生年金保険の被保険者が実際に受ける報酬と、すでに決められている標準報酬月額とが、大
きくかけ離れないよう、毎年1回、事業所に使用される被保険者の報酬月額を届け出て、各被保険者の標準報
酬月額を決定します。これを「定時決定」といい、その届出を「算定基礎届」といいます。
　定時決定は、毎年7月1日〜 10日の間に、その年の4月・5月・6月に支払われた報酬月額を届け出ることで各
人の標準報酬月額が決められ、その年の9月分から翌年8月分まで（または随時改定や産前産後休業終了時改
定、育児休業等終了時改定が行われるまで）の間、使用されます。
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病気やケガを
したとき

療 養 の 給 付

病気やケガをしたとき（療養の給付）

一部負担金

　健康保険の被保険者や被扶養者が業務災害以外の事由により病気やケガをしたときは、保険医療機関（病
院・診療所）に被保険者証（70歳以上の方は高齢受給者証も併せて）を提出し、一部負担金を支払うことで、
診療・処置・投薬・入院などの治療を受けることができます。また、医師の処方せんを受けた場合は、保険薬局
で薬剤の調剤をしてもらうことができます。

　保険医療機関で医療を受けたときや保険薬局で薬の調剤をしてもらったときは、保険医療機関等の窓口で一
部負担金を支払います。医療費の負担割合は、本人・家族、入院・外来にかかわらず、年齢等によってその
負担割合が区分されています。
　また、入院した場合の食事代として、1食につき決められた標準負担額（1日3食を限度）を負担しなければなり
ません。療養病床に入院する65歳以上の方は、食費と居住費を合わせて決められた標準負担額を負担するこ
とになります。なお、これらの標準負担額は、高額療養費（52頁参照）の対象とはなりません。

●入院時の食事代の標準負担額●一部負担金の割合 （平成30年4月〜）

●現役並み所得者とは

　現役並み所得者とは、70歳以上75歳未満の高齢受給者のうち、標準報酬月額が28万円以上の被保険者とその被扶養者です（被保険者が
70歳未満の場合は、その高齢受給者である被扶養者は、現役並み所得者とはなりません）。ただし、高齢受給者の被保険者・被扶養者の年
収合計額＊が520万円（高齢受給者である被扶養者がいない場合は383万円）未満であるときは、「基準収入額適用申請」により「一般」として
区分されます。
＊被扶養者が後期高齢者医療制度の被保険者となったときでも、被扶養者であった人の年収と併せて計算できます。

区　分 1食当たり負担額
一　般 460円※1

低所得者世帯
90日までの入院※2 210円
91日以降の入院 160円

診察・検査 薬・治療材料  処置・手術 入院・看護 在宅療養・訪問看護
身体に異常があれば、いつ
でも健康保険で医師の診
察や治療に必要な検査が
受けられます。

治療に必要な薬は、「薬価
基準」に掲載されているも
のに限り支給されます。ま
た、松葉杖や歩行補助器は
治療に必要な期間、貸し出
ししてもらえます。

注射や処置・手術はもちろ
ん、放射線療法、療養指導
なども受けられます。ただ
し、認められていない特殊
な治療は健康保険で受け
ることはできません。

入院中の食事・生活療養に
ついては1食・1日につき、
決められた額を負担しま
す。特別室（個室など）を希
望するときは差額室料の
負担が必要です。

医師が必要と認めれば、在
宅療法の指導が受けられま
す。また、訪問看護ステー
ションから派遣された看護
師による訪問看護なども受
けられます。

義務教育就学前 2割負担

義務教育就学以後70歳未満 3割負担

70歳以上75歳未満
（後期高齢者医療の対象者を除く）

一 　般 2割負担

現役並み所得者 3割負担 ※1 指定難病患者、小児慢性特定疾病患者については、負担
額は「260円」に据え置かれます。

※2 入院日数は、他の保険者等の入院日数を合わせて計算でき
ます。
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　健康保険の「療養の給付」は、病気やケガをしたときの治療を対
象として行われます。このため、日常生活に何ら支障がないのに受
ける診療（美容整形など）に健康保険は使えません。妊娠も病気と
はみなされないため、正常な状態での妊娠・出産は健康保険の
適用から除外されています。また、健康保険の目的からはずれるよ
うな病気やケガをしたときは給付が制限されることがあります。

　次のような場合の病気やケガについては、健康保険制度の健全な運営を阻害することになりますので、給付
が受けられなかったり、一部を制限されることがあります。

健康保険で受けられない診療

こんな場合は保険給付が制限されます

病気やケガをしたとき

❶
犯 罪 行 為 や
故 意 に 事 故

（病気・ケガ・死
亡など）を起こ
したとき

❷
けんか、酒酔
い な ど で 病
気やケガをし
たとき

❸
正 当 な 理 由
もないのに医
師（病院）の指
示 に 従 わ な
かったとき

❹
詐欺、その他
不 正 に 保 険
給付を受けた
り、受けよう
としたとき

❺
保 険 者 の 指
示する質問や
診断を拒んだ
とき

❻
少年院や刑事施設など
にいるとき
（保険給付を行うことが事実
上不可能なため、支給されま
せん。ただし、埋葬料と被扶
養者への支給は行われます）

健康保険が ケース使えない 健康保険が ケース例外的に 使える
●単なる疲労や倦怠 ●疲労が続き病気が疑われるような場合

●美容を目的とする整形手術
●�斜視等で労務に支障をきたす場合、生まれつきの口唇裂の手
術、ケガの処置のための整形手術、他人に著しい不快感を与え
るワキガの手術など

●シミ・アザなどの先天的な皮膚の病気 ●治療が可能で治療を必要とする場合

●近視の手術など ●�視力に変調があって医師の診察・検査を受ける場合、小児弱視
等の治療に使用する眼鏡など

●研究中の先進医療 ●大学病院などで厚生労働大臣の定める診療を受ける場合

●予防注射 ●�感染の危険があるハシカ、百日ぜき、破傷風、狂犬病の場合の予
防注射

●正常な妊娠・出産 ●妊娠高血圧症候群（妊娠中毒症）などによる異常分娩の場合
●経済的理由による人工妊娠中絶 ●�母体に危険が迫った場合に母体を保護するための人工妊娠中絶

業務災害や通勤災害に
よるケガ

　業務災害（勤務先の仕事）や通勤途上
に被った災害などが原因の病気やケガの
治療に健康保険は使えません。原則とし
て労災保険の適用となります。

● 第三者行為による傷病届について ●
　私用中に発生した交通事故、けんか、他人のペットにかまれたなど、第三者（相手方）の行為によって負傷などをした際に、健
康保険証を使用して治療を受ける場合は、必ず「第三者等の行為による傷病届」をご提出ください。
　健康保険を使用して治療を受けた場合、本来、相手方が支払うべき治療費を協会けんぽが立て替えて支払うことになり、後
に保険給付に要した費用を協会けんぽから相手方に請求することになるため、お届けをいただく必要があります。

※届書をすぐに提出できないときは、取り急ぎ事故等の状況をお電話等によりお知らせいただき、
　後日できるだけ早くご提出をお願いします。 ＜照会先＞	協会けんぽ都道府県支部

交通事故 けんか 他人が飼っている
動物に咬まれた など

●第三者行為とは
（業務災害や通勤途上のものを除きます）



●傷病手当金の支給期間が通算化
●任意継続被保険者の任意脱退が可能に●後期高齢者の窓口負担割合引き上げ

健康保険

●年金額
はマイナス

0.4%の改定

●繰上げ減
額率が1月

あたり0.4%
に

●60歳代前
半の在職老

齢年金の見
直し

年金
●短時間労働者の適用
拡大
●育休中の保険料免除
要件の見直し
●現物給与の価額（食
事）が改定

その他

令和4年度版

社会保険の
事務手続き
社会保険の
事務手続き

標準報酬

報酬月額
以上〜未満

保険料（折半額）

健
保
等
級

年
金
等
級

月　額 日　額

健康保険料
厚生年金保険料介護保険非該当

40歳未満、65歳以上
介護保険該当

40歳以上65歳未満
協会けんぽ熊本支部（令和4.3 〜） 平成29.9 〜

円 円 円 円 円 円
1 58,000 1,930                 〜     63,000 3,030.5 3,506.1
2 68,000 2,270      63,000 〜     73,000 3,553.0 4,110.6
3 78,000 2,600      73,000 〜     83,000 4,075.5 4,715.1
4 1 88,000 2,930      83,000 〜     93,000 4,598.0 5,319.6 8,052
5 2 98,000 3,270      93,000 〜   101,000 5,120.5 5,924.1 8,967
6 3 104,000 3,470    101,000 〜   107,000 5,434.0 6,286.8 9,516
7 4 110,000 3,670    107,000 〜   114,000 5,747.5 6,649.5 10,065
8 5 118,000 3,930    114,000 〜   122,000 6,165.5 7,133.1 10,797
9 6 126,000 4,200    122,000 〜   130,000 6,583.5 7,616.7 11,529
10 7 134,000 4,470    130,000 〜   138,000 7,001.5 8,100.3 12,261
11 8 142,000 4,730    138,000 〜   146,000 7,419.5 8,583.9 12,993
12 9 150,000 5,000    146,000 〜   155,000 7,837.5 9,067.5 13,725
13 10 160,000 5,330    155,000 〜   165,000 8,360.0 9,672.0 14,640
14 11 170,000 5,670    165,000 〜   175,000 8,882.5 10,276.5 15,555
15 12 180,000 6,000    175,000 〜   185,000 9,405.0 10,881.0 16,470
16 13 190,000 6,330    185,000 〜   195,000 9,927.5 11,485.5 17,385
17 14 200,000 6,670    195,000 〜   210,000 10,450.0 12,090.0 18,300
18 15 220,000 7,330    210,000 〜   230,000 11,495.0 13,299.0     20,130
19 16 240,000 8,000    230,000 〜   250,000 12,540.0 14,508.0 21,960
20 17 260,000 8,670    250,000 〜   270,000 13,585.0 15,717.0 23,790
21 18 280,000 9,330    270,000 〜   290,000 14,630.0 16,926.0 25,620
22 19 300,000 10,000    290,000 〜   310,000 15,675.0 18,135.0 27,450
23 20 320,000 10,670    310,000 〜   330,000 16,720.0 19,344.0 29,280
24 21 340,000 11,330    330,000 〜   350,000 17,765.0 20,553.0 31,110
25 22 360,000 12,000    350,000 〜   370,000 18,810.0 21,762.0 32,940
26 23 380,000 12,670    370,000 〜   395,000 19,855.0 22,971.0 34,770
27 24 410,000 13,670    395,000 〜   425,000 21,422.5 24,784.5 37,515
28 25 440,000 14,670    425,000 〜   455,000 22,990.0 26,598.0 40,260
29 26 470,000 15,670    455,000 〜   485,000 24,557.5 28,411.5 43,005
30 27 500,000 16,670    485,000 〜   515,000 26,125.0 30,225.0 45,750
31 28 530,000 17,670    515,000 〜   545,000 27,692.5 32,038.5 48,495
32 29 560,000 18,670    545,000 〜   575,000 29,260.0 33,852.0 51,240
33 30 590,000 19,670    575,000 〜   605,000 30,827.5 35,665.5 53,985
34 31 620,000 20,670    605,000 〜   635,000 32,395.0 37,479.0 56,730
35 32 650,000 21,670    635,000 〜   665,000 33,962.5 39,292.5 59,475
36 680,000 22,670    665,000 〜   695,000 35,530.0 41,106.0
37 710,000 23,670    695,000 〜   730,000 37,097.5 42,919.5
38 750,000 25,000    730,000 〜   770,000 39,187.5 45,337.5
39 790,000 26,330    770,000 〜   810,000 41,277.5 47,755.5
40 830,000 27,670    810,000 〜   855,000 43,367.5 50,173.5
41 880,000 29,330    855,000 〜   905,000 45,980.0 53,196.0
42 930,000 31,000    905,000 〜   955,000 48,592.5 56,218.5
43 980,000 32,670    955,000 〜1,005,000 51,205.0 59,241.0
44 1,030,000 34,330 1,005,000 〜 1,055,000 53,817.5 62,263.5
45 1,090,000 36,330 1,055,000 〜 1,115,000 56,952.5 65,890.5
46 1,150,000 38,330 1,115,000 〜 1,175,000 60,087.5 69,517.5
47 1,210,000 40,330 1,175,000 〜 1,235,000 63,222.5 73,144.5
48 1,270,000 42,330 1,235,000 〜 1,295,000 66,357.5 76,771.5
49 1,330,000 44,330 1,295,000 〜 1,355,000 69,492.5 80,398.5
50 1,390,000 46,330 1,355,000 〜 72,627.5 84,025.5

■健康保険・厚生年金保険　標準報酬月額保険料額表
（等級を除き単位は全て円）

●納入告知書の保険料額は、被保険者の保険料額（端数を含む）の合計額となり、その合計額に円未満の端数がある場合は端数を切り捨てた額となります。（国等の債権債
務等の金額の端数計算に関する法律第2条第1項）
●被保険者負担額の端数処理については以下のとおりとなります。
①事業主・被保険者間に特約がある場合は特約により決定します。　
②事業主が給与から被保険者負担分を控除する場合は、被保険者負担分の端数が50銭以下の場合は切り捨て、50銭を超える場合は切り上げます。
③被保険者が被保険者負担分を事業主に現金で支払う場合は、被保険者負担分の端数が50銭未満の場合は切り捨て、50銭以上の場合は切り上げます。

保
険
料
の

端
数
の
取
扱
い

●健康保険の保険料率（都道府県単位保険料率：熊本支部）
・一般保険料率	10.45%（令和4年3月〜）
・介護保険料率	1.64%（令和4年3月〜）

一般保険料率は都道府県ごとに異なります
●厚生年金保険料率

18.3%（平成29年9月〜）
年金32等級は、令和2年9月新設

●子ども・子育て拠出金率
0.36%（令和2年4月〜）

令和4年4月発行

●保険料月額＝標準報酬月額
×保険料率（事業主と被保
険者が折半負担）。

●賞与にかかる保険料額＝標
準賞与額（賞与の1,000円
未満を切り捨てた額。健保
上限年度573万円、厚年上
限1月150万円）×保険料率

（事業主と被保険者が折
半負担）。

●厚生年金基金加入員につ
いては、免除保険料率に応
じた額を厚生年金基金に振
り替えます。

●厚生年金保険、健康保険と
もに等級が改定された場合
は、それに応じた保険料とな
ります。

●健康保険組合加入者の健
康保険料率は、健康保険組
合ごと異なります。

●厚生年金保険の報酬月額
の1等級は「〜93,000」、
32等級は「635,000〜」と
読み替えてください。
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